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Ocasio v. United States, 578 U.S. _ (2016)
堤　　　和　　通＊＊
　職務上の権限名下での公務員による財産収受を罰する Hobbs Act 違反
の共謀で起訴された公務員について，財産を供与した対向者との意思の連
絡の存在により共謀が成立するかが争われた事例（積極）。
1 　事実の概要
　自動車修理工場 Majestic の所有者である， 通称 Moreno と Mejia は，
顧客を得るために，交通事故で損傷した自動車の運転者に Majestic を紹
介してもらう見返りに，一件につき150から300ドルのキックバックを提供
する取引を地元の警察官数十名と結んだ。警察官は多くの場合に事故現場
に最初に到着するため，損傷車両を修理工場に流すのに格好の立場にあ
り，本件工場は顧客の ₉ 割ほどをこの取引で獲得している。
　地元警察官である本件申請人は Hobbs Act 違反の三つの訴因と共謀の罪
で起訴されている。起訴にかかる Hobbs Act の違反行為である “extortion”
─職務上の権限名下に他人から同意のうえでその財産を取得する行為
＊　所員・中央大学法科大学院教授
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─は，「賄賂の収受と表現できるものに概ね相当する（Evans, 504 US 
255, 260 (1992)）。」合衆国政府は，公務員が，職務行為の対価であること
を認識して，自己に権原のない金員の支払いを収受したことを証明しなけ
ればならない。申請人に関する共謀の公訴事実は，Hobbs Act 違反の取引
について，Moreno，Mejia 並びに他の警察官と意思を連絡したというも
のである。
　申請人は，Hobbs Act 違反の共謀罪で被告人を有罪にするのには，共謀
に加担していない者からの金員または財産取得について意思の連絡がなけ
ればならないとする陪審説示を求めた。申請人は第 ₆ 巡回区の裁判例，
Brock (United States v. Brock, 501 F. 3d 762 (2007)) を引用する。Brock で
は，裁判記録を変更する対価として，二人の保釈保証人（bail bondman）
が裁判所書記官（clerk）に金員を支払った行為の罪責が問われ，同 Court 
of Appeals は，Hobbs Act 違反の共謀罪には共謀に加担していない他者か
らの財産収受に関する意思連絡が要件であると判示している。
　申請人は，検察側立証後に，Brock の共謀理論に基づいて無罪判決の言
渡しを求めたが，District Court は，この申し立てを退け，さらに，申請
人が求める陪審説示を拒絶し，その代わりに，共謀の認定には，検察側
が，①二人以上が不法な合意を結んだこと，②申請人が共謀に加担してい
ること，③加担者の少なくとも一人が顕示行為を行っていること，④顕示
行為が共謀を進めるものであること，を証明しなければならないという説
示を行っている。
　申請人は共謀を含む訴因について有罪と評決され，有罪判決に対する上
訴で同様の主張を行ったが，第 ₄ 巡回区 Court of Appeals は，申請人の主
張を退け有罪判決を確認している。合衆国最高裁判所はサーシオレイライ
を認容した。
2 　判旨・法廷意見：Alito 裁判官執筆の法廷意見，原判断確認
　 ₂ ─ ①　確立した判例法によれば，実行された場合には犯罪成立要件を
すべて充足する行為を共同で企図する態度決定をする（a joint commit-
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ment to an endeavor）ことに共謀の基本的性格がある。
　共謀の罪責を問うには，共謀の加担者による犯罪実行を具体的に意図し
た合意がなければならないが，被告人が自ら犯罪実行を意図していること
は要件ではない。
　加えて，被告人が自らは実行できない犯罪について共謀罪の罪責を問う
ことができる。
　Mann Act は，非倫理的な目的で女性を州際移送することを処罰してい
る。Holte（United States v. Holte, 236 U.S. 140 (1915)）では，女性の Holte
が Mann Act 違反を男と共謀した罪による起訴について，District Court
が，移送の対象である女性本人が移送を共謀することはできないとして公
訴棄却の決定を下したのに対し，当法廷は，「被告人自らは実行できない
犯罪であっても」「第三者の犯罪実行のために共謀することはできるのは
明白である」として，District Court の立場を退けている。法廷意見は，
協力の程度が低いために共謀にならない場合があることを認めながら，女
性が自らの移送について共謀する可能性を否定する立場をとらなかった。
　Gebardi（Gebardi v. United States, 287 U.S. 112 (1932)）は，Holte と同様
に，Mann Act 違反で移送された女性本人が共謀の罪で起訴されたのに対
し，当法廷は，Holte の判示を全面的に継承したうえで，被告人（女性）
が進んで州際移送に出た（[the woman] went willingly upon the journeys）
という以上の証明がないことを指摘し，被告人が州際移送の企図または実
行に身を入れていたかまたは牽引していたことを示す証拠はなく，単なる
同意または黙従（acquiescence）の証明では足りないと判示している。
　Holte 並びに Gebardi が明白にしているように，被告人が自ら実行でき
ない犯罪について共謀の罪責を問うことができ，被告人の同意または黙従
が犯罪の要素である場合には，同意または黙従を上回る証明が共謀罪の要
件である。
　 ₂ ─ ②　この原理を適用すれば，Hobbs Act が禁止する職務対価の収受
に係る共謀の罪責を問うのに，政府側には，各共謀者が自らの企図実行に
同意したことを証明する義務はもちろん，各共謀者が自ら企図を実行する
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ことが可能であったことを証明する義務もない。換言すれば，共謀の要件
は，共謀者が共謀者の間で犯罪が実行されることを具体的に意図している
ことである。
　本件事実はこれに当たる。申請人，Moreno と Mejia には，申請人と他
の警察官が Hobbs Act に違反して職務対価を収受するという共通の目的が
あった。Moreno と Mejia は公務員でないため，自ら企図を実行すること
はできないが，Holte と Gebardi の原理にしたがい，両名は，申請人と他
の警察官による企図の実行を助けることに同意していれば，Hobbs Act 違
反の共謀で罪責を負う。
　 ₂ ─ ③　申請人は，共謀者は同じ目標を共有していなければならず，本
件の Hobbs Act 違反の共謀は「職務上の権限名下に他の者から」金員を収
受することであるのだから，Moreno と Mejia は金員の所有者であり本件
の共謀の目標を共有していないとして，Holte と Gebardi が示す共謀の原
理は本件に適用できないと主張する。
　しかし，本件共謀者の目標は，「他の者から」の金員取得ではなくて，
申請人と他の警察官が行おうとした企図（「Moreno と Mejia にとって，
共謀の目的は Baltimore 警察の警察官がその地位と影響力を行使して車両
を Majestic にけん引させまたはその他の方法で届けさせる対価として警
察官に利得を得させることである。」本件起訴状より）の実行である。
Moreno と Mejia が合意した目標は， 申請人と他の警察官が企図した
Hobbs Act 違反行為の実行である。
　 ₂ ─ ④　申請人は，我われの解釈にしたがうと，賄賂行為を規制する新
たな連邦法制が生まれると主張する。申請人によれば，職務上の権限名下
の金員取得を企図する共謀に対する訴追は賄賂の要求または収受に対する
訴追と変わらないので，かかる共謀に対する連邦の訴追がなされるように
なれば，州並びに地方の（local）公務員の賄賂行為に関する現行の連邦法
（18 USC §666）と同様の州法を掘り崩してしまう，という。
　しかし，当法廷が Evans（Evan v. United States, 504 US 255 (1992)）で
判示するように，本件罰条が定める “extortion” は現在では賄賂の収受と
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表現される行為に概ね相当する。賄賂の収受に概ね相当する行為の共謀に
対する本件罰条に基づく訴追を排斥すべき理由はない。
　申請人は，Hobbs Act の違反行為には相手の同意に基づく財産の取得が
要件であるところ，同意の証明があれば共謀の要件である意思連絡の存在
が証明されることになるので，我われの立場に依ると，“extortion” とその
共謀の相違がなくなると主張する。
　しかし，公務員の要求に応じて止む無く賄賂を提供するだけでは提供者
に共謀の mens rea は認められない。
　 ₂ ─ ⑤　申請人の主張を採用すると，Hobbs Act 違反の共謀を理由とす
る訴追の成否は，公務員が取得した金員の所有者が誰であるのか，本件の
場合には，Majestic であるのか，それとも Moreno と Mejia であるのかで
決まることになるが，金員の所有者が誰であるのかは必ずしも明白にはな
らず，明白になるとしても，申請人の立場では，Hobbs Act 違反の共謀に
対する訴追の成否が，Hobbs Act の立法趣旨にとっておよそ重要でない事
情で決まることになる。
　原判断確認。
3 　Breyer 裁判官の補足意見
　Thomas 裁判官が反対意見で述べるように，Evans の判断は誤っている
ように思われるが，本件では Evans を維持するという前提に立つので，
法廷意見に参加する。
4 　Thomas 裁判官の反対意見
　Evans は “extortion” を賄賂行為と同等とした点に誤りがある。本件で，
Evans の誤りをさらに広げて共謀罪の成否に及ぼしたくないので，法廷意
見に反対する。
　コモン・ロー上，“extortion” とは公務員がその職務上の権原を根拠に金
員または財産を取得することをいい，相手方は公務員が根拠とする職務上
の権原に応じて金員または財産を供与するもので，責任を問われない。こ
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れに対し，Evans の法廷意見が “extortion” が概ね相当するとした賄賂行
為では公務員は自己の権原を根拠に賄賂を要求または収受するのではな
く，相手方は公務員に権原がないことを認識して供与するものであり，公
務員と同様に責任を問われる。
　Hobbs Act の “extortion” を正しく理解すれば，“extortion” の行為者がそ
の相手方と共謀するというのは非論理的であり誤っている。“extortion” の
唯一の実行者は公務員であって，相手方である供与者はその加担者ではな
く被害者である。“extortion” について，公務員に加えて相手方を共謀の罪
に問うことはできない。
　Moreno と Mejia は Baltimore 警察の警察官と取り決めた手配により利
益を得ており，自動車修理工場の ₉ 割かそれを超える仕事をそこから得て
いる。Moreno と Mejia は被害者ではなく， 申請人 Ocasio を “extortion”
の共謀の罪に問うことはできない。
　25年ほど前 Evans が下されたときにはすでに Hobbs Act により連邦裁判
権の拡張が始まっていた。Evans はそれに拍車をかけてきたが，本件法廷
意見は，賄賂行為へのすべての加担者を Hobbs Act 違反の共謀罪で訴追す
る道を開くことで，さらにこの傾向に追い打ちをかけている。
5 　Sotomayor 裁判官の反対意見（首席裁判官参加）
　本件公判で，政府側は，申請人 Ocasio が他の警察官と共謀して More-
no と Mejia から賄賂を収受することを企図したことを証明するのではな
く，Ocasio が Moreno 並びに Mejia と共謀して「他の者」から賄賂を収
受することを企図したと主張している。Ocasio は賄賂の収受により Hobbs 
Act に違反したことを承認しているが，Moremo 並びに Mejia は意思を連
絡した同じ集団に属しているので，共謀してこの二人から賄賂を収受する
ことはできないと主張する。
　集団が共謀の罪で罪責を問われるのは，集団の構成員が犯罪成立要件を
すべて充足する行為を行うことを意図している場合に限られる。Hobbs 
Act 違反の共謀の場合，集団が企図するのは「他の者」からの財産の取得
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である。
　法廷意見は，Hobbs Act の文理，並びに共謀罪に関する確立した原理か
ら離れて，集団を構成する Moreno と Mejia からの財産の取得が「他の者」
からの財産の取得に当たるとする。この結論を導くには，「他の者」とい
うのが，集団からみたときではなくて，集団の中の一人からみたとき，本
件では，Ocasio からみたときに指す「他の者」であることを前提にせざ
るを得ない。しかし，この前提は Hobbs Act の文理，先例，法原理のいず
れからも導き出すことはできない。
　Holte で当法廷は，Mann Act 違反で移送される女性が被害者のようにみ
える場合であっても，その女性を自身の移送を共謀した罪で訴追すること
は妨げられないと判示する。
　法廷意見は，Holte から共謀罪の一般原理を導くが，Holte は Mann Act
違反の成立要件が，「他の（another）者」とは異なる「誰か（any）」女性
の移送であることを根拠に，共謀者である集団の構成員自身が「誰か」女
性の移送を企図することができると結論づけている。
　法廷意見は， 同様に Mann Act に関する Gebardi を引用する。Gebardi
では，移送に黙従したに過ぎない女性について共謀罪を問うことができる
か否かという争点について，Mann Act では女性が自らを移送する行為自
体を処罰していないことを根拠に，共謀罪での罪責は，女性が単に同意し
ているだけではなくて，移送の支援（assist, procure）が認められる場合
に限定されると結論づけている。法廷意見は，Gebardi から共謀の一般原
理を導き出しているが，Gebardi は Mann Act の文理を根拠とする判断で
ある。
　加えて，法廷意見は，自分では実行できない犯行の企図について共謀の
罪責を問うことができるという一般原理を引用するが，本件にこの原理が
適用できることを示していない。
　最後に，法廷意見は，一見して “extortion” の被害者に見える者が共謀
をすすめるうえで積極的な役割を果たしている場合に責任を問えないのは
奇異であるという。しかし，賄賂行為を罰する他の連邦法並びに州法に基
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づく訴追に依れば，法廷意見の懸念に応えることができる。
　法廷意見は，Hobbs Act の文理に根拠がない解釈をして，Ocaio 並びに
Moreno と Mejia が「当然の報い（just deserts）」を確実に受けるように
するために，本来責任を問えない “extortion” の被害者に対する訴追を許
すものになっている。法廷意見は，公務員の要求に単に同意したに過ぎな
い者は共謀の罪責を負わないというが，単なる同意がいつ共謀に至るのか
についておよそ説明されていない。
《解説》
　 1 　本件では，自動車修理工場の利用について交通事故を処理する警察
官に金員を供与して，修理工場への便宜を得る取り決めを行った工場所有
者について，Hobbs Act に違反する「強要（“extortion”）」の共謀に問える
のかが問われた。申請人は，地元警察の警察官 Ocasio であるが，公判で
の政府側立証が，他の警察官との共謀ではなくて，取り決めの対向者であ
る修理工場の所有者との共謀の事実に関するものであった。
　Hobbs Act は「強盗または強要」により「通商または通商に係る物品若
しくは商品の移動を妨害し，遅延させ，または悪化させる」ことを禁止す
る。本件公訴事実である強要は，「実力を不正に行使し若しくは実力の行
使を不正に予告し，または暴力により若しくは畏怖させ，または職務上の
権限を名下として（under color of official right），他の者からその同意を
得て財産を取得する」こととして定義されている1）。以下では，職務対価
1）　18 USC §1951: (a) Whoever in any way or degree obstructs, delays, or affects 
commerce or the movement of any article or commodity in commerce, by rob-
bery or extortion or attempts or conspires so to do, or commits or threatens 
physical violence to any person or property in furtherance of a plan or purpose to 
do anything in violation of this section shall be fined under this title or imprisoned 
not more than twenty years, or both.
　　(b) As used in this section ─
　　　(1) The term “robbery” means***.
　　　(2) The term “extortion” means the obtaining of property from another, with 
アメリカ刑事法の調査研究（149）
371
収受の強要と称することにする。本件共謀で企図したとされる行為である，
申請人である地元警察官 Ocasio が修理工場所有者との取決めによる金員
収受が Hobbs Act 違反の職務対価収受の強要に該当する点で，Thomas 裁
判官の反対意見の他は争いがない。
　次に，共謀の基本的特徴が，「共謀者が，遂行された場合には本犯たる
犯罪行為（substantive criminal offense）の全要素を具備する企図を促進
させることを意図」2）していることにあるとする点でも異論は示されてい
ない。
　そうした中で，本件法廷意見は，①本犯として実行できない行為につい
て共謀の罪責を問うことができ，②本件の場合には，工場所有者 Moreno
と Mejia は自身が公務員ではないが公務員の職務対価収受の共謀に加担で
き，③本件共謀で企図された行為は公務員による「他の者」からの金員取
得ではなく，公務員の利得行為であるので，前述 Salinas が示す共謀の要
素を具備している，として，強要の対向者である工場所有者について共謀
罪に問うことができると結論づける。Thomas 裁判官は，Hobbs Act が禁
止する，職務対価収受の強要についての見解を他と異にして，原判断の確
認が誤った強要罪の理解を広げることを理由とする反対意見を記してい
る。Sotomayor 裁判官は，①主席裁判官の参加を得て，Hobbs Act 違反の
強要は「他の者」からの金員取得であること，修理工場所有者の Moreno
と Mejia は共謀の加担者であって，「他の者」ではないので，本件共謀の
企図には Salinas の要素が具備しておらず，②法廷意見が依拠する Holte3）
his consent, induced by wrongful use of actual or threatened force, vio-
lence, or fear, or under color of official right.
　　　(3) The term “commerce” means***.
　　(c) This section shall not be construed to repeal, modify or affect section 17 of 
Title 15, sections 52, 101─115, 151─166 of Title 29 or sections 151─188 of Ti-
tle 45.
2）　Salinas v. United States, 522 U.S. 52, 65 (1997).
3）　United States v. Holte, 236 U.S. 140 (1915).
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と Gebardi4）から共謀の一般原理を導き出すことはできないという反論を
内容とする反対意見を記している。
　 2 　本件共謀で企図された Hobbs Act 違反の強要罪に関する先例である
Evans を確認しておこう5）。Evans では，Dekalb County Board of Commis-
sioners のメンバーである被告人が，不動産開発業者を装った FBI 係官か
ら， 土地の再区画に当たっての援助を求められ金員を収受したとする
Hobbs Act 違反の職務対価の強要罪で起訴された事案で，公判での陪審説
示が，被告人が金員を要求したこと，または金員の収受を職務遂行の条件
としたことが要件であるとはしていなかった。金員の要求など，公務員か
らの積極的な働きかけ（誘因，inducement）が Hobbs Act の職務対価収受
の強要罪の要件か否かが争われた。Evans では，議会による法律の制定は
コモン・ローを立法化するという伝統に着眼し，法制定時のコモン・ロー
では職務対価収受の強要罪には公務員による誘因を要件としていないこと
を根拠に，Hobbs Act が禁止する職務対価収受の強要罪は概ね賄賂罪に該
当すると結論づける。
　本件で Evans への異論から個別意見を明らかにしたのは Thomas 裁判
官だけであった。Thomas 裁判官によれば，①公務員が職務上の権限名下
に正当権原（entitlement）を欠く財産を，正当権原があると思料する者か
ら取得するのが強要罪であり，これに対して，賄賂罪の場合には，対向者
が公務員に正当権原がないことを知悉して財産を供与する点で相違があ
り，②対向者は強要罪の場合には無辜の（innocent）被害者であるのに対
し，賄賂罪の場合，対向者は公務員と同様に罪責を問われるのであり，③
賄賂罪の場合には対向者が共謀に加担することになるのに対し，強要罪の
対向者は被害者であって共謀に加担しているとはいえない。本件の場合に
は，修理工場の所有者について強要罪の共謀への加担で罪責を問うことは
できない，というのが Thomas 裁判官の反対意見である。
4）　Gebardi v. United States, 287 U.S. 112 (1932).
5）　「アメリカ刑事法の調査研究（橋本裕藏担当）」比較法雑誌26巻 ₄ 号57頁。
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　比較法研究によれば，公務員の権限についてそれを不当利得の源泉にさ
せないというのは，ヨーロッパ大陸法に比した英米法伝統の特徴とされ
る6）。予め定められたルールとの一致を「正しさ」の基準とする法治主義，
法定主義の場合には，職務上の行為の合法な遂行，法定基準への忠実性を
権限規律の中心的な要求とする。職務上の行為であるか否かを問わずに，
職務上の権限名下での行為に法的規律が及ぶのは，公務員による誘因があ
る場合に限定されるとの理解は，法治主義，法定主義の下での権限規律の
基本的な要求の外にあるものについて，限定的な法的規律に止めようとす
るものだとすれば，Evans が誘因要件を排斥したのは，法治主義，法定主
義とは異なる英米法伝統の流れをくむものだと位置づけることができる。
英米法の伝統は，公務員による権限名下での不正利得の禁止を主な関心に
するものといわれる7）。
　近い将来にわたる問題提起としては，Evans の立場が今後踏襲されるか
否かというのではなくて，Hobbs Act 違反の強要罪についての実質的な理
解が共謀罪の成否の文脈で定着するか否かであろう。すでに述べたよう
に，本犯として犯罪行為を構成する全要素を具備する企図の促進を意図す
ることに共謀の特徴があるというのが，本件法廷意見，反対意見を含め大
方の共通の理解であるが，Hobbs Act に違反する職務対価収受の強要罪の
要素を法文通りのものとみるのか，それとも，英米法に特徴的な公務員の
権限規律の関心を反映させて，権限名下での不正利得の禁止という実質的
な捉え方をするのか，というのが今後の問いになるであろう。
　 3 　本件法廷意見と Sotomayor 裁判官の反対意見は，共謀罪について
の基本的理解を共通にし，さらに，Hobbs Act 違反の強要罪に関する理解
について Evans をともに前提にしながら，相反する結論に至っている。
　法廷意見と反対意見の相反する結論は，Mann Act 違反の共謀に関する
事例の扱いをめぐる違いから形式的には導かれる。このうち，Holte では，
6）　中野目善則「ミルジャン・ダマシュカ『裁判と国家の権威の諸様相』」『二重
危険の法理』（中央大学出版部）。
7）　橋本前掲注5）。
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Mann Act に違反して州際移送される女性が犯行の共謀に加担できるかが
問われた。合衆国最高裁判所の法廷意見は，女性が常に被害者であるとい
う前提には立てないのであり，売春目的での州際移送は移送される女性が
最初に示唆した場合に Mann Act 違反の共謀で罪責が問われると結論づけ
ている。次に，Gebardi では，Mann Act は州際移送の本犯について女性
を罰していないことを根拠として，Mann Act の共謀で女性の罪責を問う
のは移送の手助けがある場合などに限定されるとして，被告人は移送の際
の鉄道切符の購入など，移送のための積極的なはたらきをしていないので
共謀罪が成立しないと結論づけている。
　本件法廷意見の理由づけにとって Holte 並びに Gebardi が重要なのは，
本犯として実行できない犯行が共謀でその企図に加担できる対象行為から
排除されないことを判示する点にある。法廷意見はここから，本件申請人
Ocasio が公務員であるのに対し，共謀で意思を連絡したとされる Moreno
と Mejia が公務員の身分を欠くため，職務対価強要による Hobbs Act 違反
行為を本犯として実行できないことが，共謀の成立を妨げるものではな
い，という論理を展開する。これに対して，Sotomayor 裁判官の反対意見
は，Mann Act は，無限定の女性─ “any woman”（誰か女性）─の移送を
禁止するので，移送される女性について共謀の罪責を問う文理上の根拠が
あるのに対して，Hobbs Act には同様の文理がないことを挙げて批判を加
えている。
　比較法上， 法文の相違に関する議論より注目できるのは， むしろ，
Moreno と Mejia が公務員の身分を欠いてもなお共謀に加担できるとした
ときの次の問いである。本件で政府側が証明したのは Moreno と Mejia か
らの財産供与の企図であるが，Hobbs Act が禁止するのは，公務員が「他
の者」から財産を収受することであり，共謀の特徴は，遂行された場合に
本犯たる犯罪行為の全要素を具備する企図を促進させることを意図するこ
とにあるとされる8）。そうすると，職務対価強要による Hobbs Act 違反の
8）　この理解は法廷意見，反対意見ともに共通である。Sotomayor 裁判官の反対
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共謀では，公務員による「他の者」からの財産収受の企図が要件であり，
その「他の者」というのは，共謀に加担していない者を指すのであるとす
れば，Moreno と Mejia は共謀に加担していないはずである。このように
解せば，本件の問いは消極の結論になる。法廷意見がこの結論に至ってい
ないのは，法廷意見が本件起訴状を引用して述べるように，Hobbs Act が
職務対価強要罪で禁止するのが，公務員による不正利得行為─　「警察
官がその地位と影響力を行使して」「対価として利得を得る（起訴状より）」
こと─であると解するからである。これに対して反対意見は法文にも共
謀の一般原理にも根拠を欠くものと批判する。
　米国法における共謀罪の原理原則を理解するうえでは，共謀で企図され
る行為を法文に忠実にみるのか，それとも実質的な理解を入れる余地を残
すのかが本件のもっとも重要な点であると思われるが，法廷意見のような
立場が踏襲される場合には，本犯の対向者が存在する事案の場合にどこま
で共謀による罪責が問われるのかという問いが生まれる。この問いに関連
して，本件では，Mann Act の事例，とりわけ Gebardi が重要な意味を持
つ。法廷意見は，Gebardi を引用して，単なる同意または黙従を上回る積
極的な関与を対向者の共謀への加担の要件とすることで共謀罪が成立する
範囲を限定するという。これに対して，Sotomayor 裁判官の反対意見は，
単なる同意か否かによる区別は Mann Act 違反の移送に関するものであっ
て，共謀に関する一般原理ではないとする。
　 4 　共謀罪では，本犯として処罰される犯行とは独立して刑事責任が問
われ，その根拠は，単独での犯行にはみられない危険性9）と非難の質10）に
意見では，この点がさらに，共謀の集団性（collectivity）と表現されている。
Moreno と Mejia が共謀の集団を構成しているのであれば，Hobbs Act が禁止
する財産収受の対向者である「他の者」である余地はない。
9）　See, Callanan v. United States, 364 U.S. 587 (1961); Katyal, Conspiracy Theory, 
112 Yale L.J. 1307, 1316 (2003).
10）　See, Gerald E. Lynch, RICO: The Crime of Being A Criminal, Part 3 &4, 87 
Colum. L.R. 920, 959─960 (1987).
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求められてきた。本件のような損傷車両の修理に係る取り決めは，侵害規
模の大きさとその蓋然性の高さからみれば科刑対象に据えて抑止する必要
性が高く，また，不正行為に与するコミットメントには，特定の時間と場
所の一点で示される，通常の単独犯の態度とは異なる非難が相当であろ
う。また，Evans にみられるように，公務員による不正利得の禁止は，英
米法の伝統に沿った， 公務の規律原理であるように思われる。 これを
Hobbs Act が禁止する侵害または不正行為の実質であるというのは理解で
きる。本件の取り決めはまさにそれに当たるであろう。そこで，残る問い
は，共謀について企図された行為を法廷意見のように，実質的に理解する
ことの可否であろう。
　本件では，共謀の一般原理と Evans で示された公務の規律の考え方を
踏襲する点で大きな異論はなく，米国刑事法で確立したものを教えると同
時に，法廷意見は，共謀の一般原理に依りながら，Hobbs Act の実質的な
理解に沿って共謀の成立を肯定している。今後の問いとしては，企図され
た行為の内容をどこまで実質的に捉えていくか，それに，対向者の意思を
要件とする犯罪について，どのような場合に，単なる同意を上回る関与と
して共謀を認定するかが残されている。
Ohio v. Clark, 576 U.S. ＿ , 135 S.Ct. 2173 (2015)
中 村　真 利 子＊
　児童が幼稚園の教師に対してした供述について，「証言としての性格を
有する」供述に当たらないため，被告人に当該児童を反対尋問する機会を
与えずに，これを被告人に不利益な証拠として許容しても，第 ₆ 修正の対
＊　嘱託研究所員・大東文化大学法学部非常勤講師
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決権条項に反しないとされた事例。
《事実の概要》
　「Dee」こと Clark は，交際相手の女性 T.T.，並びに彼女の子供である ₃
歳の男児 L.P. 及び ₁ 歳半の女児 A.T. と同居していた。Clark は T.T. の売春
あっせんもしており，2010年 ₃ 月某日，いつものように彼女を売春にや
り，その間， ₂ 人の子供の世話を任されていた。
　翌日，Clark が L.P. を幼稚園へ連れて行った後，ティーチング・アシス
タントの Whitley が，食堂で，L.P. の左目が充血していることに気付き，
何があったのか尋ねたところ，彼は，最初は何も言わなかったが，その
後，「落ちた」と主張した。Whitley は，より明るい教室へ移動した後，
L.P. の顔にむちに打たれたような赤い痣があることにも気が付いた。この
報告を受けた担任の Jones は，L.P. に対して，誰にされたのか，何があっ
たのか尋ねたが，L.P. は当惑したような様子で，「Dee，Dee」というよう
なことを言った。Jones が，「Dee」は大きいか小さいか尋ねたところ，
L.P. は，「Dee は大きい」と答えた。Jones が L.P. を主任の元へ連れて行く
と，同主任が L.P. のシャツを上げ，L.P. の体に他にも傷があるのを確認し
た。Whitley は，児童虐待ホットラインに虐待の疑いがある旨通報した。
　その後，Clark が幼稚園に L.P. を迎えに来た際，彼は，これらの傷につ
いてしらを切り，すぐに L.P. と立ち去った。翌日，ソーシャルワーカー
が，Clark の母親宅で L.P. と A.T. を見つけ，彼らを病院へ連れて行ったと
ころ，医師が，約 ₃ 週間以内のものと思われる児童虐待を示す傷を発見し
た。
　大陪審は，重罪に当たる傷害罪（A.T. に関するもの ₄ 件及び L.P. に関す
るもの ₁ 件），児童を危険にさらす罪（各児童に対して ₁ 件ずつ）並びに
家庭内暴力に関する罪（各児童に対して ₁ 件ずつ）で Clark を起訴した。
公判では，検察側証人として，Whitley 及び Jones が L.P. の供述について
証言したが，L.P. 自身は証言しなかった。オハイオ州証拠規則601条A項
によると，10歳未満の児童は，尋問内容に係る事実について正しい印象を
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得られず，又はその印象を正確に供述することができないと認められると
きは，証言能力がないとされるところ，公判裁判所は聴聞を開き，L.P.（公
判時 ₄ 歳）を証言無能力と認定した。しかし，同規則807条は，12歳未満
の児童虐待の被害者による信頼性のある伝聞供述を証拠とすることができ
る旨定めているため，同裁判所は，L.P. の供述には具体的な信用性の保証
が認められるとして，当該供述を証拠とすることができると判示した。
　Clark は，第 ₆ 修正の対決権条項に基づいて L.P. の供述の排除を申し立
てたが，公判裁判所はこれを退け，L.P. の供述は，対決権条項にいう「証
言としての性格を有する（testimonial）」供述ではないと認定した。陪審
は，A.T. に対する傷害 ₁ 件を除く事実について有罪とし，Clark には28年
の収監刑が言い渡された。Clark は上訴し，上訴裁判所は，L.P. の供述を
証拠とすることは対決権条項に反するとして有罪判決を破棄した。
　オハイオ州 Supreme Court は，主として同州の通報義務法の存在を理
由として，教師らの質問の「第一次的な目的（primary purpose）」は，緊
急事態に対処することではなく，後の刑事訴追と関連性があると思われる
証拠を収集することであったとして，L.P. の供述は「証言としての性格を
有する」と認定し，原判決を確認した。
　合衆国最高裁判所はサーシオレイライを認容した。
《判旨・法廷意見》
　破棄・差戻し
1 　アリトー裁判官執筆の法廷意見
　⑴ A　第 ₆ 修正の対決権条項は，「すべての刑事訴追において，被告人
は，……自己に不利益な証人と対決する権利を享受する。」と規定してい
るところ， 同条項は第14修正を通じて州にも適用される。 当裁判所は
Roberts（Ohio v. Roberts, 448 U.S. 56 (1980)）で，同条項は，証言利用不
能の証人による伝聞供述について，十分な「信頼性の徴表（indicia of reli-
ability）」が認められる場合には，これを証拠とすることを許すものであ
るとし，当該供述が，固く根付いた伝聞例外に該当し，又は具体的な信用
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性の保証を備えるものである場合には，この徴表が認められると判示し
た。
　その後，Crawford（Crawford v. Washington, 541 U.S. 36 (2004)）では，
当裁判所は異なるアプロウチを採用し，対決権条項にいう「証人（wit-
ness）」とは，「証言をする（bear testimony）」者であって，「証言（testi-
mony）」とは，「ある事実を証明する目的でなされる正式な供述又は確言」
であると定義した上で，証人が証言しない場合，当該証人による「証言と
しての性格を有する（testimonial）」供述は，当該証人が証言利用不能で
あり，かつ，被告人に事前の反対尋問の機会があった場合でない限り，証
拠とすることができないとした。もっとも，Crawford は，「証言としての
性格を有する」供述について包括的な定義を示したわけではなく，少なく
とも，予備聴聞，大陪審手続又は前の公判における証言，及び警察の取調
べに対する供述がこれに当てはまるとして，Crawford で問題となった，
警察署での取調べ中になされた供述は，「証言としての性格を有する」供
述であって，これを証拠とすることは対決権条項に反すると結論付けた。
　Crawford 以降，当裁判所は，具体的な事案で「証言としての性格を有
する」供述への該当性を判断してきたが，その最初の事案が，コンパニオ
ン・ ケースとして判断された Davis（Davis v. Washington, 547 U. S. 813 
(2006)）及び Hammon（Hammon v. Indiana, 547 U. S. 813 (2006)）である。
Davis は，被害者が緊急通報のオペレータに対してした，元交際相手から
暴行を受けている旨の供述に関するものであり，Hammon は，被害者が，
加害者である夫から隔離された後で警察官に対してした，夫からの暴行の
状況についての供述，及びこれをまとめた宣誓供述書に関するものであっ
た。
　当裁判所は，「警察の取調べの第一次的な目的（primary purpose）が，
客観的にみて，警察が緊急事態に対処できるようにすることであるといえ
るような場合には，その過程でなされた供述は，証言としての性格を有す
るものではない。このような緊急事態がなく，警察の取調べの第一次的な
目的が，客観的にみて，後の刑事訴追と関連性があると思われる過去の出
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来事を証明することであるといえるような場合には，その過程でなされた
供述は，証言としての性格を有する。」として，Davis で問題となった供
述は「証言としての性格を有する」供述に当たらないが，Hammon で問
題となった供述は「証言としての性格を有する」と認定した。もっとも，
これらの事案においても，法執行官に対する供述が扱われたため，当裁判
所は，法執行官以外の者に対する供述にも同様の基準が適用されるかどう
かという点については留保した。
　また，当裁判所は Bryant（Michigan v. Bryant, 562 U.S. 344 (2011)）で，
この「第一次的な目的」テストについて，「緊急事態」の存否は考慮すべ
き要素の ₁ つであって，「証言としての性格を有する」供述に当たるかど
うか判断するにあたっての絶対的な基準ではなく，問われるのは，あらゆ
る事情に照らして，客観的に，そのやり取りの第一次的な目的が法廷証言
に代わる法廷外供述を生み出すことであるかどうかであるとした。その上
で，Bryant は，瀕死の状態にある被害者が，警察官に対してした加害者
に関する供述は，その状況から，そのやり取りの第一次的な目的は，緊急
事態を終わらせることであって，訴追に用いるための証拠を獲得すること
ではなかったとして，「証言としての性格を有する」ものではないと認定
した。当裁判所は Bryant でも，法執行官以外の者に対する供述にも同様
の基準が適用されるかどうかについて判断しなかった。
　この「第一次的な目的」テストに基づいて「証言としての性格を有す
る」供述に当たらないとされる供述には，対決権条項の保障は及ばず，そ
の許容性は，州及び連邦の証拠法上の問題であって，対決権条項上の問題
ではない。しかし，このことは，対決権条項が，「第一次的な目的」テス
トによって「証言としての性格を有する」とされるすべての供述を証拠と
することを禁じているということを意味するものではなく，当裁判所は，
同条項について，その起草当時，刑事手続において証拠とされていたと思
われる法廷外供述の提出を禁止していないということを認めてきた。した
がって，「第一次的な目的」テストは，対決権条項の下，法廷外供述を排
除するための必要条件ではあるが，必ずしも十分条件であるというわけで
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はない。
　B　本件で問われているのは，幼稚園の教師に対する供述であって，当
裁判所は，法執行官以外の者に対する供述が，対決権条項の対象となるか
どうかという繰り返し留保してきた問いを提示されているところ，少なく
とも，法執行官以外の者に対する供述も，その一部は対決権条項上の問題
を生じさせ得ると考えられるから，当裁判所は，同条項の射程からこれら
を類型的に除外するルールを採用することはしない。しかし，このような
供述は，法執行官に対する供述と比較すると，「証言としての性格を有す
る」可能性は非常に低く，本件の事情に照らしてみても，L.P. の供述が，
Clark の訴追に用いるための証拠を生み出すという第一次的な目的をもっ
てなされたのではないことは明らかである。
　まず，L.P. の供述は，児童虐待が疑われる緊急事態においてなされたも
のである。教師らは，その傷から L.P が児童虐待の被害者となっているの
ではないかと懸念し，L.P. を保護者の元へ返してもよいか把握するため，
その加害者を特定する必要があったのであり，彼らの当面の関心は，助け
を必要とする脆弱な児童を保護することであった。本件では，Bryant と
同様，状況がすべて明らかとなっていたわけではなく，教師らは，誰が
L.P. を虐待しているか，あるいは，その安全を確保するためにどうすべき
かについて知らなかったのであり，他の児童が危険にさらされているかど
うかもわからなかった。したがって，彼らの質問と L.P. の返答は，脅威
を特定し，これを終わらせることを第一次的な目的としたものであったの
であり，そのやり取りは，切迫してはいないものの，Davis の状況と類似
するものである。
　また，このやり取りの第一次的な目的が，Clark の訴追に用いるための
証拠を収集することであったと示すものはなく，その目的が，L.P. を保護
することであったということは明らかである。教師らも L.P. も，その返
答が法執行官によって用いられることになるとは示唆しなかった。そし
て，教師らは，L.P. の傷を発見した直後にその傷について尋ねたが，それ
は，幼稚園の食堂と教室という非公式な状況においてであり，彼らは，虐
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待の被害者であるおそれのある児童に対して善良な市民がすると思われる
ことをしたのであって，そのやり取りは自発的で，Crawford や Hammon
の状況とは全く異なるものである。
　L.P. の年齢は，問題となっている供述が「証言としての性格を有する」
ものではないという結論を裏付けるものである。幼児による供述が，対決
権条項上の問題を生じさせることは稀であり，幼児が刑事司法制度を理解
するということはほとんどない。むしろ，児童の法制度についての理解に
関する研究によれば，幼児は訴追についてほとんど理解していないとい
う。したがって，L.P. と同じ状況にある ₃ 歳児が，その供述を法廷証言の
代わりとすることを意図している可能性は非常に低く，このような状況に
ある幼児は，単純に虐待が終わることや他の被害者を守ることを望み，又
は何の目的も有していないと思われる。
　さらに，歴史的にみても，コモン・ローでは，L.P. と教師らが直面して
いたような状況でなされた供述は証拠とされていたのであり，この種の供
述が，対決権条項上の問題を生じさせるものと理解されていたとは考えら
れない。Crawford 及びそれ以降の先例では，対決権条項が，その起草当
時，刑事手続において証拠とされていたと思われる法廷外供述の排除を求
めるものであると理解するに足る証拠は示されておらず，L.P. の供述は，
一方当事者のみの関与する手続における尋問の結果を被告人に不利益な証
拠として利用する場合とは全く異なるものである。
　最後に，前述の通り，法執行官以外の者に対する供述について，類型的
に対決権条項の保障の範囲外とするルールを採用することはしないが，
L.P. が教師らに対して話していたという事実はなお，関連性が高いもので
ある。「証言としての性格を有する」供述かどうか判断するにあたって，
質問者の身元は ₁ つの考慮要素であり，主として犯罪行為を発見し，訴追
する職責のある法執行官に対してなされる供述と比較すると，このような
職責のない者に対する供述が「証言としての性格を有する」可能性は，非
常に低いといえる。したがって，L.P. の供述を証拠とすることは，対決権
条項に反しない。
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　⑵　Clark の主張について検討すると，まず彼は，教師らと警察官を同
視するべく，通報義務の存在を強調しているが，この比較は妥当でない。
州法上の通報義務の有無にかかわらず，教師らは，L.P. を保護し，危害を
取り除くことを目的として行動していたのであり，通報義務法それ自体
は，心配する教師とその生徒とのやり取りを，訴追のための証拠を収集す
ることを第一次的な目的とする法執行官の職責に基づくものへと変えるも
のではない。
　教師らの質問と通報義務の存在が，当然に，Clark の訴追を導き得るも
のであったということは関連性がなく，事実，Davis 及び Bryant では，
常にこのような職責を担う警察官に対する供述が扱われたが，当裁判所
は，これらの供述は「証言としての性格を有する」供述に当たらないとし
て，これを証拠とすることは対決権条項に反しないと結論付けた。したが
って，L.P. の供述を証拠とすることは，オハイオ州法が証言無能力と認定
された児童が証言することを許容していない点で不公正である，という主
張も当たらない。対決権条項が問題となる事案では，原供述者は証言利用
不能であるが，それでも，その法廷外供述は伝聞例外として証拠とされる
場合があるのであって，同人が別の証拠法のために証言利用不能であると
いう事実は，当裁判所の結論を変えるものではない。
　最後に，Clark は，陪審は L.P. の供述を証言と機能的に同等のものとし
て扱ったため，これを証拠として提出することは禁じられるべきであると
主張するが，検察官が被告人の犯罪事実を証明するために提出する法廷外
供述は，そのすべてが法廷証言の代わりであると考え得るから，この主張
の論理的帰結は，検察官により提出される事実上すべての法廷外供述が
「証言としての性格を有する」というものである。しかし，対決権条項に
ついて問われるのは，法廷証言に代わる法廷外供述を生み出すという第一
次的な目的をもってなされた供述であるかどうかである。本件では，その
答えは明白であって，L.P. の供述は，「証言としての性格を有する」もの
ではない。
　⑶　オハイオ州 Supreme Court の判断を破棄し，本件を差し戻す。
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2 　スカリーア裁判官の結論賛成意見（ギンズバーグ裁判官参加）
　私は，法廷意見の結論に同意するが，法廷意見が，Crawford とこれに
より変更された Roberts に関し，あたかも好みの問題にすぎないかのよう
に，Crawford は Roberts と異なるアプロウチを採用したとか，「第一次的
な目的」テストは必ずしも十分条件であるというわけではないと指摘した
点について，これが傍論にすぎないとはいえ，重大な誤解を招くおそれが
あるため，独立して意見を執筆する。「第一次的な目的」テストが十分条
件ではないということは，このテストはこれまで言及されていない複数の
条件の ₁ つにすぎないということになろうが，これは全くの誤りであっ
て，ほかに何か神秘的な条件が存在するわけではない。また，法廷意見の
いうように，L.P. の供述が，臨終の供述といった，対決権条項の起草当時，
刑事手続において証拠とされていたと思われる法廷外供述に該当するとし
ても，これを証明すべき責任は検察官にあるのであって，被告人は，検察
官が自己に不利益な証拠として「証言としての性格を有する」供述を提出
しようとする場合には，対決権を援用できる。このような法廷意見の傍論
は，Roberts への回帰の試みにも見受けられるが，あくまで傍論にすぎず，
これに与することはできない。
3 　トマス裁判官の結論賛成意見
　私は，法廷意見の結論に同意するが，私人に対する供述に対決権条項が
適用されるかどうかという当裁判所が慎重に留保してきた争点について，
法廷意見は単に，「第一次的な目的」テストは，必要条件ではあるが，必
ずしも十分条件であるというわけではないと指摘するにとどまり，明確な
指針を示していないため，独立して意見を執筆する。私が従来指摘してき
た通り，このテストは，法執行官に対する供述についても私人に対する供
述についても基準となるものではない。真に問われるべきは，「証言とし
ての性格を有する」供述といえるほど十分な「正式性の徴表（indicia of 
solemnity）」を備えているかどうかである。「正式性の徴表」があるもの
としては，典型的には，宣誓供述書，供述録取書，前の証言又は自白が挙
げられるが，それ以外にも，公式な対話において，あるいはミランダ警告
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後，あるいは警察による身柄拘束中，あるいは対決を回避するために獲得
された供述もまた，「正式性の徴表」を認め得る場合がある。L.P. の供述
についてみると，幼稚園で，教師らによって引き出されたものであって，
上述のような「正式性の徴表」を備えておらず，対決権条項が排除するこ
とを意図した歴史的濫用との類似点は存在しないから，当該供述は「証言
としての性格を有する」ものではなく，これを証拠とすることは対決権条
項に反しない。
《解説》
　 1 　本件は，児童が幼稚園の教師に対してした供述の許容性が争われた
事案である。オハイオ州証拠規則601条A項は，10歳未満の児童について，
認識能力又は真実供述能力がないと認められるときは，証言能力がない旨
定めているが，その一方で，同規則807条は，12歳未満の児童虐待被害者
による伝聞供述について，証言利用不能性と具体的な信用性の保証という
要件の下，これを証拠とすることを認めている。したがって，証言無能力
と認定された結果，証言利用不能となった児童の法廷外供述を，被告人に
当該児童を反対尋問する機会を与えずに，その不利益な証拠として許容す
ることが，第 ₆ 修正の対決権条項に反しないかどうかが問題となる。
　Crawford（Crawford v. Washington, 541 U.S. 36 (2004)）は，対決権条項
の保障が及ぶ範囲を「証言としての性格を有する（testimonial）」供述に
限定したが1），「証言としての性格を有する」供述について包括的に定義
1）　Crawford, 541 U.S. 36, 53─56 (2004). Crawford の紹介・解説として，米国刑事
法研究会（代表　椎橋隆幸）・アメリカ刑事法の調査研究（106）「Crawford v. 
Washington, 72 U.S.L.W. 4429, 541 U.S. 36 (2004)」 比較法雑誌39巻 ₄ 号210頁
（2006年）〔担当　早野暁〕，二本栁誠「英米刑事法研究⑷〈アメリカ合衆国最
高裁判所刑事判例研究〉被告人に不利な妻の法廷外供述の許容性と証人対面権
─ Crawford v. Washington, 541 U.S. 36 (2004) ─」比較法学39巻 ₃ 号203頁（2006
年），堀江慎司「第 ₆ 修正の対面条項の射程をめぐる最近の判例 Crawford v. 
Washington, 541 U.S. 36, 124 S.Ct. 1354 (2004); Davis v. Washington, 547 U.S. 
813, 126 S.Ct. 2266 (2006); Giles v. California, 554 U.S. 353, 128 S.Ct. 2678 (2008); 
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しなかった。その後，合衆国最高裁判所は，具体的な事案において「証言
としての性格を有する」供述への該当性を判断することとなったが，合衆
国最高裁判所が対決権条項について扱った事案は，Crawford も含め，法
執行官又はこれと同視できる者に対する供述に関するものであった。その
ため，Davis（Davis v. Washington, 547 U.S. 813 (2006)）は註で，法執行官
以外の者に対する供述が，そもそも「証言としての性格を有する」ものと
なり得るか，これが肯定されるとして，どのような場合に「証言としての
性格を有する」ものとなるかについて検討する必要はないと指摘し2），
Bryant（Michigan v. Bryant, 562 U. S. 344 (2011)）もまた，この問いに対
する回答を留保した3）。したがって，本件は，合衆国最高裁判所が初めて
この問いを正面から扱った事案といえる。
　 2 　まず，Crawford 及びその後の先例について概観する。Crawford は，
証言拒絶権のため証言利用不能となった原供述者が，取調べ中に警察官に
対して行った供述の許容性が争われた事案である。対決権条項に関して
Melendez-Diaz v. Massachusetts, 557 U.S. _, 129 S.Ct. 2527 (2009)」アメリカ法
2010年 ₁ 号106頁（2010年），小早川義則「アメリカ刑事判例研究⒁ Crawford v. 
Washington, 541 U.S. 36 (2004) ─合衆国憲法第 ₆ 修正の証人対面権に関するロ
バツ判決の有効性」名城ロースクール・レビュー 20号57頁（2011年），津村政
孝「憲法訴訟研究会第144回　対審権と伝聞法則の関係─ Crawford v. Washing-
ton, 541 U.S. 36 (2004) ─」ジュリスト1430号79頁（2011年）がある。
2）　Davis, 547 U.S. 813, 823, n.2 (2006). Davis の紹介・解説として，津村政孝「憲
法訴訟研究会第131回　対審条項が適用される testimonial な供述とは何か？─
Davis v. Washington, Hammon v. Indiana, 126 S.Ct. 2266 (2006)」 ジュリスト
1373号126頁（2009年），堀江・前掲註 ₁ ，小早川義則「アメリカ刑事判例研究
⒂ Davis v. Washington; Hammon v. Indiana, 547 U.S. 813, 126 S.Ct. 2266 (2006)
─ DV 被害者の公判外供述の許容性と証人対面権」名城ロースクール・レビュ
ー 20号79頁（2011年）がある。
3）　Bryant, 562 U.S. 344, 358, n.3 (2011). Bryant の紹介・解説として，米国刑事
法研究会（代表　椎橋隆幸）・アメリカ刑事法の調査研究（134）「Michigan v. 
Bryant, 562 U.S. _, 131 S.Ct. 1143 (2011)」比較法雑誌46巻 ₄ 号383頁（2013年）
〔担当　中村真利子〕がある。
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は，従来，すべての伝聞供述を対象として，原供述者が証言利用不能であ
って，かつ，当該供述に「信頼性の徴表（indicia of reliability）」が認めら
れる場合にのみ，これを証拠とすることができるという Roberts（Ohio v. 
Roberts, 448 U. S. 56 (1980)）4）で示された基準が用いられてきた。ところ
が，Crawford はこれを変更し，対決権条項の対象は「証言としての性格
を有する」供述であるとした上で，これに該当する供述は，原供述者が証
言利用不能であって，かつ，被告人に当該原供述者を反対尋問する機会が
あった場合にのみ，これを証拠とすることができるという新しい基準を示
した。そして，「証言としての性格を有する」供述をどのように定義する
にしても，少なくとも，一方当事者のみの関与する公判又は予備聴聞にお
ける証言，大陪審における証言及び警察の取調べによって獲得された供述
はこれに含まれるとして5），争点となった警察の取調べに対する供述は
「証言としての性格を有する」と認定し，これを証拠とすることは対決権
条項に反するとした6）。
　Crawford が示した「証言としての性格を有する」供述の意義について
手掛かりを与えることになったのが，Davis である。Davis は，家庭内暴
力に関する ₂ 件をコンパニオン・ケースとして扱ったものであるが， ₁ 件
は，被害者が緊急通報のオペレータに対してした供述の許容性が争われた
事案，もう ₁ 件は，被害者が，家庭内暴力の通報に対応して駆け付けた警
察官に対して，加害者である夫から隔離された状況でした供述の許容性が
争われた事案である。Davis は，Crawford を前提として，法廷外供述につ
いて，警察の取調べの「第一次的な目的（primary purpose）」が，客観的
4）　Roberts の紹介・解説として，渥美東洋編『米国刑事判例の動向Ⅲ』（中央大
学出版部，1994年）297頁〔担当　安冨潔〕，山田道郎「対面条項と伝聞法則─
『オハイオ対ロバーツ』判決を中心にして」法律論叢56巻 ₄ 号129頁（1983年），
鈴木義男編『アメリカ刑事判例研究⑵』（成文堂，1986年）105頁〔担当　中空
壽雅〕，小早川義則『デュー・プロセスと合衆国最高裁⑵─証人対面権，強制
的証人喚問権─』（成文堂，2012年）76頁がある。
5）　Crawford, 541 U.S. at 52, 68.
6）　Id. at 68─69.
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にみて，警察が緊急事態に対処できるようにすることであると認められる
状況でなされたものである場合には，「証言としての性格を有する」供述
に当たらず，後の刑事訴追と関連性があると思われる過去の出来事を証明
することであると認められる状況でなされたものである場合には，「証言
としての性格を有する」供述に当たるという基準を示した7）。その上で，
前者の供述は「証言としての性格を有する」供述に当たらないが，後者の
供述は「証言としての性格を有する」供述に当たると認定した8）。
　Davis で示された「第一次的な目的」テストを家庭内暴力以外の事件に
適用したのが，Bryant である。Bryant は，銃撃による重傷を負った被害
者が，警察無線に対応して駆け付けた警察官に対してした供述の許容性が
争われた事案である。Bryant は，緊急事態の存否を判断するにあたって
は，潜在的な被害者の範囲，用いられた凶器の種類，被害者の受傷の程度
も考慮しなければならず，また，緊急事態の存否のほかにも，その遭遇の
公式性や，質問者と原供述者の言動も，取調べの第一次的な目的を知らせ
る要素であるとした9）。そして，これらの事情を考慮した上で，当該供述
は「証言としての性格を有する」ものではなく，これを証拠とすることは
対決権条項に反しないと判示した10）。
　 3 　本判決についてみると，法廷意見は，法執行官以外の者に対する供
述について，対決権条項の保障が及び得ることを前提としつつ，法執行官
に対する供述と比較すると，「証言としての性格を有する」ものである可
能性は低いことを確認している。「証言としての性格を有する」供述への
該当性を判断するにあたって，質問者の身元は関連性のある事情であり，
質問者が，犯罪行為を発見し，又は訴追する職責のない者であることは，
その者に対する供述について，「証言としての性格を有する」ものではな
いという結論に大きく傾かせる事情であると考えられているようである。
7）　Davis, 547 U.S. at 822.
8）　Id. at 823─832.
9）　Bryant, 562 U.S. at 361─370.
10）　Id. at 370─378.
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　どのような法廷外供述が「証言としての性格を有する」ものとなるかに
ついては，Davis で示された「第一次的な目的」テストが用いられ，法廷
意見は，Bryant と同様，緊急事態の存否，やり取りの状況，公式性，質
問者と原供述者の言動といった事情について検討を加えた上で，L.P. の教
師らに対する供述は「証言としての性格を有する」ものではないと認定し
た。この点，Davis の緊急通報の内容や Bryant の供述と比較すると，L.
P. の供述は，出来事との間に時間的・場所的な隔たりがあるようにも見受
けられる。しかし，特に児童が被害者となっている場合で，加害者が誰
で，どこにいるかわからない状況においては，その脅威を特定する強い要
請が働くと評価されたものと思われる。
　法廷意見はさらに，この結論を補強する事情として，原供述者である
L.P. が ₃ 歳児であるということも挙げている。これを貫けば，児童の法廷
外供述は，ほとんど「証言としての性格を有する」ものではないという結
論が導かれそうであるが，Crawford が，児童の警察官に対する供述を自
発的供述として証拠とすることは対決権条項に反しないとした White
（White v. Illinois, 502 U.S. 346 (1992)）11）を疑問視したこと12），及び法廷意
見が補強的に L.P. の年齢を指摘していることからすると，児童の年齢は，
「証言としての性格を有する」供述への該当性を判断するにあたって，必
ずしも決定的な事情であるとは考えられていないように思われる。本件以
前ではあるが，原供述者の意図にのみ焦点を当てると，児童の場合，その
供述が将来公判において利用される可能性を認識できず，結果としてすべ
て「証言としての性格を有する」供述に当たらないとされることに疑問を
呈する見解も散見されたところである13）。
11）　White の紹介・解説として，松原芳博「〈アメリカ合衆国最高裁判所刑事判
例研究〉公判廷外の供述の証拠としての許容性と修正 ₆ 条の対質条項─伝聞法
則の例外としての自然発生的供述および治療を求める過程でなされた供述にお
ける『供述不能』要件の要否 ─（White v. Illinois, 502 U.S. 346 (1992)）」九州
国際大学法学論集 ₂ 巻 ₂ 号 ₁ 頁（1995年），小早川・前掲註 ₄ ，123頁がある。
12）　Crawford, 541 U.S. at 58, n.8, 61.
13）　Aviva A. Orenstein, Children as Witnesses: A Symposium on Child Competence 
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　法廷意見は，L.P. の教師らに対する供述について，「証言としての性格
を有する」ものではないと認定した後で，Clark の主張についても検討し
ている。特に重要であると思われるのが，幼稚園の教師に課されている法
律上の通報義務に関する指摘であるが，通報義務の存在自体は，幼稚園の
教師を法執行官の職責を担う者へと変えるものではないとされた。法律上
の通報義務については，教師のほか，医療関係者についても，これらの者
に対する供述を「証言としての性格を有する」ものとする要素となるかど
うか議論がなされてきたところ，傍論とはいえ，法廷意見が，法律上の通
報義務の有無がその結論を左右しないことを指摘した点は注目に値するか
と思われる。
　 4 　次に，各少数意見について若干みていくこととする。スカリーア裁
判官の結論賛成意見は，Crawford が Roberts を変更したこと，及び Davis
の「第一次的な目的」テストが必要条件であるとともに十分条件でもある
ことを確認的に指摘している。法廷意見が，対決権条項について，その起
草当時，刑事手続において証拠とされていたと思われる法廷外供述の提出
を禁止していないとして，「第一次的な目的」テストは必ずしも十分条件
であるというわけではないとしたのは，Crawford や Davis でも言及され
たように，「証言としての性格を有する」供述であっても，不正行為によ
る対決権喪失の理論14）が適用される場合のあり得ることを指摘しているも
のと思われる。しかし，スカリーア裁判官は，法廷意見がさらに，この理
屈を児童の法廷外供述にまで及ぼしていることを懸念しているようであ
る。
　次に，トマス裁判官の結論賛成意見についてみると，トマス裁判官は，
スカリーア裁判官とともに，対決権条項の保障が及ぶ範囲を「証言として
and the Accusedʼs Right to Confront Child Witnesses, 82 Ind. L.J. 909 (2007); and 
Tom Lininger, Kids Say the Darndest Things: The Prosecutorial Use of Hearsay 
Statements by Children, 82 Ind. L.J. 999, 1001─1002 (2007).
14）　この理論の詳細については，拙稿「不正行為による対決権喪失の理論」比較
法雑誌48巻 ₃ 号255頁（2014年）を参照されたい。
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の性格を有する」供述に限定する方向へ導いた裁判官ではあるが，合衆国
最高裁判所が「第一次的な目的」テストを用いた Davis 以降一貫して，独
自の「正式性の徴表（indicia of solemnity）」という基準に従って「証言と
しての性格を有する」供述への該当性を判断してきている。したがって，
私人に対する供述についても，法執行官に対する供述と同様の基準が適用
されることを前提としつつも，「第一次的な目的」テストではなく，「正式
性の徴表」テストに基づいて，L.P. の供述は「証言としての性格を有する」
ものではないという結論に至っている。
　 5 　最後に，本判決は，Crawford の下で法執行官以外の者に対する供
述がどのように扱われるかという合衆国最高裁判所が繰り返し判断を留保
してきた問いに対して，これが「証言としての性格を有する」ものとなり
得ることを前提として，法執行官に対する供述と同様，Davis で示された
「第一次的な目的」テストが適用されることを明らかにした点に意義があ
るものと思われる。また，Crawford の基準は，「証言としての性格を有す
る」供述の原供述者に対して，一律に被告人との対決を求めることから，
特に家庭内暴力や児童虐待の被害者にとって，過度に厳しいものとなるの
ではないかという懸念を生んだが，本判決は，児童の法廷外供述を「証言
としての性格を有する」供述に当たらないと認定した点で，Davis 及び
Bryant と並んで，Crawford 以降懸念されていた家庭内暴力や児童虐待の
被害者の供述について，被告人に反対尋問の機会を与えることなく証拠と
される可能性を示すものといえる。
　もっとも，本判決については，Crawford の基準に対して，法執行官以
外の者に対する供述や児童による供述といった例外を作り出すものであっ
て，「証言としての性格を有する」供述を厳格に解釈したことにより，
Crawford 以前よりも対決・反対尋問の機会が少なくなるということもあ
り得るといった指摘も見受けられる15）。しかし，法廷意見は，法執行官以
15）　Anne R. Traum, Confrontation after Ohio v. Clark, 23─OCT Nev. Law. 17, 20 
(2015).
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外の者に対する供述について，対決権条項の保障の範囲から類型的に除外
することはしないとし，また，児童の年齢についても，補強的な事情とし
て言及しているにすぎない。したがって，法執行官以外の者に対する供述
や児童による供述が「証言としての性格を有する」とされる可能性は残さ
れており，合衆国最高裁判所は，Crawford 以降の先例と同様，個々の事
案に即して「証言としての性格を有する」供述への該当性を判断していく
ものと思われる。
